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＜＜日本国憲法＞＞
（昭和21・11・３・公布 昭和22・5・3・施行）

第13条 すべて国民は、個人として尊重される。 第21条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表

生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利につい 現の自由は、これを保障する。２ 検閲は、これを

ては、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国 してはならない。通信の秘密は、これを侵してはな

政の上で、最大の尊重を必要とする。 らない。

＜幸福追求権の中に肖像・名誉・プライバシー＞ ＜表現の自由の中に知る権利・報道の自由・アクセス権＞

○個人情報の保護に関する法律 ○行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（平成15.5.30制定） (平成11.5.14制定)

（目的） （目的）

第一条 この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人 第 一条 この法律は、国民主権の理念にのっとり、行政

情報の利用が著しく拡大していることにかんがみ、個人情 文書の開示を請求する権利につき定めること等により、行

報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方 政機関の保有する情報の一層の公開を図り、もって政府の

針の作成その他の個人情報の保護に関する施策の基本とな 有するその諸活動を国民に説明する責務が全うされるよう

る事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らかにす にするとともに、国民の的確な理解と批判の下にある公正

るとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務 で民主的な行政の推進に資することを目的とする。

等を定めることにより、個人情報の有用性に配慮しつつ、

＜情報公開の意義＞個人の権利利益を保護することを目的とする。

（定義） （定義）

第二条 この法律において 、生存する個 第 二条「個人情報」とは

人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年 ２ この法律において 、行政機関の職「行政文書」とは

月日その他の記述等により特定の個人を識別することがで 員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記

きるもの（他の情報と容易に照合することができ、それに 録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

より特定の個人を識別することができることとなるものを 識することができない方式で作られた記録をいう。以下同

含む ）をいう。 じ ）であって、当該行政機関の職員が組織的に用いるも。 。

のとして、当該行政機関が保有しているものをいう。ただ

し、次に掲げるものを除く。

一 官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数

の者に販売することを目的として発行されるもの

二 政令で定める公文書館その他の機関において、政

令で定めるところにより、歴史的若しくは文化的な資料又

は学術研究用の資料として特別の管理がされているもの

○行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律
（平成15.5.30法律第58号）

（ ） 。行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律 昭和63年法律第95号 の全部を改正する

第一章 総則

（目的） 第 一条 この法律は、行政機関において個人情報の利用が拡大していることにかんがみ、行政機関に

おける個人情報の取扱いに関する基本的事項を定めることにより、行政の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利

利益を保護することを目的とする。

第二章 行政機関における個人情報の取扱い

第三章 個人情報ファイル

第四章 開示、訂正及び利用停止

第一節 開示

（開示請求権）

第 十二条 何人も、この法律の定めるところにより、行政機関の長に対し、当該行政機関の保有する自己を本人とす

る保有個人情報の開示を請求することができる。
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２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わって前項の規定による開示の請求（以下「開示請求」と

いう ）をすることができる。。

（保有個人情報の開示義務）

第 十四条 行政機関の長は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情報（以下

「不開示情報」という ）のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなけ。

ればならない。

＜不開示情報をここに列挙＞

（開示決定等の期限）

第 十九条 前条各項の決定（以下「開示決定等」という ）は、開示請求があった日から三十日以内にしなければな。

らない。ただし、第十三条第三項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算

入しない。

第二節 訂正

（訂正請求権）

第 二十七条 何人も、自己を本人とする保有個人情報（次に掲げるものに限る。第三十六条第一項において同じ ）。

の内容が事実でないと思料するときは、この法律の定めるところにより、当該保有個人情報を保有する行政機関の長に

対し、当該保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。以下同じ ）を請求することができる。ただし、当該保有個人。

、 。情報の訂正に関して他の法律又はこれに基づく命令の規定により特別の手続が定められているときは この限りでない

（訂正決定等の期限）

第 三十一条 前条各項の決定（以下「訂正決定等」という ）は、訂正請求があった日から三十日以内にしなければ。

ならない。ただし、第二十八条第三項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間

に算入しない。

第三節 利用停止

（利用停止請求権）

第 三十六条 何人も、自己を本人とする保有個人情報が次の各号のいずれかに該当すると思料するときは、この法律

の定めるところにより、当該保有個人情報を保有する行政機関の長に対し、当該各号に定める措置を請求することがで

きる。ただし、当該保有個人情報の利用の停止、消去又は提供の停止（以下「利用停止」という ）に関して他の法律。

、 。 （ ）又はこれに基づく命令の規定により特別の手続が定められているときは この限りでない 利用停止決定等の期限

第四節 不服申立て

（審査会への諮問）

第 四十二条 開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等について行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）

による不服申立てがあったときは、当該不服申立てに対する裁決又は決定をすべき行政機関の長は、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除き、情報公開・個人情報保護審査会（不服申立てに対する裁決又は決定をすべき行政機関の長が

会計検査院長である場合にあっては、別に法律で定める審査会）に諮問しなければならない。

第五章 雑則

（苦情処理）

第 四十八条 行政機関の長は、行政機関における個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなけれ

ばならない。

第六章 罰則

第 五十三条 行政機関の職員若しくは職員であった者又は第六条第二項の受託業務に従事している者若しくは従事し

ていた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第二条第四項第一号に係る個人情報ファイ

ル（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む ）を提供したときは、二年以下の懲役又は百万円以下の罰。

金に処する。

附 則 （平成一七年一〇月二一日法律第一〇二号） 抄

（施行期日）

<<平成１９年１０月１日となる>>第一条 この法律は、郵政民営化法の施行の日から施行する。

「学校における生徒等に関する個人情報の適正な取扱いを確保するために事業者が講ずべき措置に関する指針」

（平成16.11.1116文部科学省告示第161号）

＜文部科学省のガイドラインといわれる＞

第一 趣旨

この指針は、個人情報の保護に関する法律（以下「法」という ）に定める事項に関し、学校における生徒等に関す。

る個人情報の適正な取扱いを確保するために事業者が講ずべき措置について、その適切かつ有効な実施を図るために必

要な事項を定めたものである。なお、学校における生徒等に関する個人情報については、本指針によるほか、地方公共

団体等が講ずる措置に留意するものとする。
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第二 用語の定義

、 、 、 。法第二条に定めるもののほか この指針において 次の各号に掲げる用語の意義は 当該各号に定めるところによる

一 事業者

法第二条第三項に規定する個人情報取扱事業者であって、学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条

に規定する学校、同法第八十二条の二に規定する専修学校及び同法第八十三条第一項に規定する各種学校をいう。以下

同じ ）を設置する者をいう（第四に規定する場合を除く 。。 。）

二 生徒等 次の各号に掲げる者をいう。

（一）前号に規定する事業者が設置する学校において教育を受けている者

（二）前号に規定する事業者が設置する学校において教育を受けようとする者

（三）過去において、前号に規定する事業者が設置する学校において教育を受けた者及び受けようとした者

第三 事業者が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るための指針となるべき事項

個人情報の保護に関する法律に対して>>一 法第十五条に規定する利用目的の特定に関する事項 <<以下

事業者は、利用目的の特定に当たっては、単に抽象的、一般的に特定するのではなく、本人が、取得された当該本人

の個人情報が利用された結果が合理的に想定できる程度に、具体的、個別的に特定すること。

二 法第十六条及び法第二十三条第一項に規定する本人の同意に関する事項

事業者は、本人の同意を得るに当たっては、当該本人に当該個人情報の利用目的を通知し、又は公表した上で、当該

本人が口頭、書面等により当該個人情報の取扱いについて承諾する意思表示を行うことが望ましいこと。

三 法第二十条に規定する安全管理措置及び法第二十一条に規定する従業者の監督に関する事項

事業者は、生徒等に関する個人データの安全管理のために次に掲げる措置を講ずるよう努めるとともに、当該措置の

内容を公表するよう努めるものとすること。

（一）生徒等に関する個人データを取り扱う従業者及びその権限を明確にした上で、その業務を行わせること。

（二）生徒等に関する個人データは、その取扱いについての権限を与えられた者のみが業務の遂行上必要な限りにお

いて取り扱うこと。

（三）生徒等に関する個人データを取り扱う者は、業務上知り得た個人データの内容をみだりに第三者に知らせ、又

は不当な目的に使用してはならないこと。その業務に係る職を退いた後も同様とすること。

（四）生徒等に関する個人データの取扱いの管理に関する事項を行わせるため、当該事項を行うために必要な知識及

び経験を有していると認められる者のうちから個人データ管理責任者を選任すること。

（ ） 、 、五 生徒等に関する個人データ管理責任者及び個人データを取り扱う従業者に対し その責務の重要性を認識させ

具体的な個人データの保護措置に習熟させるため、必要な教育及び研修を行うこと。

四 法第二十二条に規定する委託先の監督に関する事項

事業者は、生徒等に関する個人データの取扱いの委託に当たっては、次に掲げる事項に留意するものとすること。

（一）個人データの安全管理について十分な措置を講じている者を委託先として選定するための基準を設けること。

（二）委託先が委託を受けた個人データの安全管理のために講ずべき措置の内容が委託契約において明確化されてい

ること。具体的な措置としては、以下の事項が考えられること。

①委託先において、その従業者に対し当該個人データの取扱いを通じて知り得た個人情報を漏らし、又は盗用

してはならないこととされていること。

②当該個人データの取扱いの再委託を行うに当たっては、委託元へその旨文書をもって報告すること。

③委託契約期間等を明記すること。

④利用目的達成後の個人データの返却又は委託先における破棄若しくは削除が適切かつ確実になされること。

⑤委託先における個人データの加工（委託契約の範囲内のものを除く 、改ざん等を禁止し、又は制限する。）

こと。

⑥委託先における個人データの複写又は複製（安全管理上必要なバックアップを目的とするもの等委託契約範

囲内のものを除く ）を禁止すること。。

⑦委託先において個人データの漏えい等の事故が発生した場合における委託元への報告義務を課すこと。

⑧委託先において個人データの漏えい等の事故が発生した場合における委託先の責任が明確化されているこ

と。

五 法第二十三条に規定する第三者提供に関する事項

事業者は、生徒等に関する個人データを同窓会、奨学事業を行う団体その他の第三者に提供する（法第二十三条第一

項第一号から第四号までに該当する場合を除く ）に当たっては、次に掲げる事項に留意するものとすること。。

（一）提供先において、その従業者に対し当該個人データの取扱いを通じて知り得た個人情報を漏らし、又は盗用し

てはならないこととされていること。
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（二）当該個人データの再提供を行うに当たっては、あらかじめ文書をもって事業者の了承を得ること。ただし、当

該再提供が、法第二十三条第一項第一号から第四号までに該当する場合を除く。

（三）提供先における保管期間等を明確化すること。

（四）利用目的達成後の個人データの返却又は提供先における破棄若しくは削除が適切かつ確実になされること。

（五）提供先における個人データの複写及び複製（安全管理上必要なバックアップを目的とするものを除く ）を禁。

止すること。

六 法十五条第一項に規定する本人からの保有個人データの開示に関する事項

事業者は、保有個人データの開示に関し、次に掲げる事項に留意するものとすること。

（一）事業者は、本人から当該本人の成績の評価その他これに類する事項に関する保有個人データの開示を求められ

、 。た場合におけるその開示又は非開示の決定に当たっては 学校における教育活動に与える影響を勘案すること

（二）事業者は、本人の法定代理人から当該本人に関する保有個人データの開示を求められた場合におけるその開示

又は非開示の決定に当たっては、当該本人に対する児童虐待（児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法

律第八十二号）第二条に規定する児童虐待をいう ）及び当該本人が同居する家庭における配偶者からの暴力。

（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成十三年法律第三十一号）第一条第一項に規定

する配偶者からの暴力をいう ）のおそれの有無を勘案すること。。

（三）事業者は、非開示の決定をすることが想定される保有個人データの範囲を定め、生徒等に周知させるための措

置を講ずるよう努めなければならないこと。

七 法第二十九条第二項に規定する本人の利便を考慮した適切な措置に関する事項

事業者は、本人からの保有個人データの開示等の求めができるだけ円滑に行われるよう、開示等の求めに応じる手続

について本人に周知するよう努めるとともに、閲覧の場所及び時間等について十分配慮すること。

八 法第三十一条に規定する苦情の処理に関する事項

事業者は、生徒等に関する個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理を行うため、苦情及び相談を受け付

けるための窓口の明確化等必要な体制の整備に努めること。

第四 個人情報取扱事業者以外の事業者による生徒等に関する個人情報の取扱い

法第二条第三項に規定する個人情報取扱事業者以外の事業者（学校を設置する者に限る ）であって、学校における。

生徒等に関する個人情報を取り扱う者は、第三に準じて、その適正な取扱いの確保に努めること。

ガイドラインの追加、修正

このたび、学校における生徒等の個人情報の適切な取扱いに関する文部科学省のガイドライン解説を改訂し、学校に

おける緊急連絡網等の作成、配付に当たって必要となる具体的な手続き及び留意点を明記した。

個人データを第三者提供する場合の事例として、以下の事例を追加した。

① 緊急連絡網等の連絡名簿の作成・配付

事業者が、これまで学校運営上必要としてきた緊急連絡網等の連絡名簿については、取得時に適切に同意を得る

手続を取ることにより、従来どおり作成・配付することができる （なお、本人の同意が得られない場合は、同意。

する者の範囲で作成、配付するなどの適切に対処する必要がある ）。

（手続きの具体例、留意点）

・学校が緊急連絡網等を配付することについて、あらかじめ生徒又は保護者から同意を得るときは、入学時の案

内や新学期の開始時に、学校が取得した個人情報を緊急連絡網として関係者へ提供することを明示し、同意の

上で所定の用紙に必要な個人情報を記入・提出してもらう。

・配付時の配慮として、印刷は必要部数に限り、適切に学校又は各自で破棄するなどの対応を行う。

・配付先において適切な保護・管理が行われるよう、留意事項を明記するなどの必要な措置を講ずる。

② その他

。卒業生への卒業名簿や卒業アルバム等の配付の事例を追加した

学校行事で撮影された写真等の展示・提供について解説を追加した。

概要

平成18年2月1日 文部科学省大臣官房総務課情報公開・個人情報保護室

※以上の内容をガイドラインに追加、修正した旨を関係者に通知し、周知を図った。

「学校における生徒等に関する個人情報の適正な取扱いを確するために事業者が講ずべき措置に関する指針」解説

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/16/11/04111602/005.pdf


